平成２３年６月２７日
大阪市長　平　松　邦　夫　様

大阪維新の会大阪市会議員団
幹事長　　美　延　映　夫

原子力発電に関する申し入れ

　東京電力福島第一原子力発電所事故は、大地震・大津波が発生した時の教訓だけではなく、テロ行為・近隣諸国からのミサイル攻撃・いん石の落下など、予想されない事態が生じたときには、市民生活に大きな影響を及ぼしその安全が脅かされることを明らかにした。
　しかしながら、本市域に電力を供給する関西電力株式会社においては、原子力発電がその主力発電源とされている。
　市民が原子力発電の安全性に不安を抱き、電力の供給源としての原子力発電に頼らない市民生活の構築を求めている以上、市民の信託を受けた市長は、市民の要求に応じて株主権を行使すべきである。
　本市が保有する関西電力株式会社の株式は市民の財産であって、株主としての権利行使は市民のために代行されなければならない。
　一方、本年６月２５日に開催された関西広域連合では、関西電力など電力事業者に対して「原子力安全協定」を締結することを求めている。
　平松市長は、大消費地の市長として、原発立地県の住民の意向も踏まえ、広域連合に積極的に参加し、原発の安全対策や情報入手などの項目を入れた「原子力安全協定」の締結に協力すべきであり、本市が関西電力の筆頭株主として株主総会に出席することで、関西広域連合の求める協定締結を支援することが可能である。
[bookmark: _GoBack]　また、代替エネルギーの開発や利用の促進は必要な施策であり、（ア）電力の大口需要家である交通・水道事業においては、電力の買取りにあたって入札制度を活用して十分な電力を補うことによってお客様サービスの低下を避け、かつ自家発電にも取組むとともに、（イ）市民にも自家発電の普及を促し、（ウ）発電会社を誘致するため市の保有する有休地を提供し、（エ）蓄電の研究・開発を進めるため産・官・学の共同研究を進めることに積極的に取組むことが必要である。
　よって、原子力発電に関する本市の対応について、次のとおり申し入れるものである。


１　本年６月２９日に開催される関西電力株式会社の株主総会において、発行済株式総数の約８．９％の株式を保有する筆頭株主として平松市長自らが出席の上、脱原発を求める意見表明及び質疑をされたい。
２　脱原発実現に向けて以下の２点について早急に対応されたい。
　(１)　電力の大消費地である大阪市は関西広域連合に参加し、原子力安全協定締結に向けて同一歩調をとること。
　(２)　代替エネルギーの開発・利用促進を図り、発電・蓄電・節電を実施することにより、原発に頼らない社会の実現に積極的に取組むこと。
